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平
成
24
年
度
の
一
般
会
計
と
特
別
会
計
を
合
わ
せ

た
決
算
額
は
、
歳
入
３
１
５
億
５
４
５
２
万
円
、
歳
出

２
９
７
億
２
７
４
６
万
１
千
円
で
し
た
。
前
年
度
と
比

較
す
る
と
、
歳
入
で
12
億
１
５
３
１
万
２
千
円
の
減
額

（
マ
イ
ナ
ス
３
・
７
％
）、
歳
出
で
７
億
２
４
０
１
万
６
千

円
の
減
額（
マ
イ
ナ
ス
２
・
４
％
）と
な
り
ま
し
た
。

　

市
で
は
計
画
的
か
つ
効
率
的
な
行
財
政
運
営

に
よ
り
、
平
成
24
年
度
の
一
般
会
計
で
は
、

実
質
収
支（
歳
入
決
算
額
か
ら
歳
出
決

算
額
を
差
し
引
い
た
額
か
ら
翌
年
度

へ
繰
り
越
す
べ
き
財
源
を
除
い
た
も

の
）で
、
15
億
９
９
３
７
万
４
千
円

の
黒
字
決
算
と
な
り
ま
し
た
。

　

み
よ
し
市
の
平
成
24
年
度
決
算
が
平
成
25
年
第
３

回
み
よ
し
市
議
会
定
例
会（
９
月
議
会
）で
認
定
さ
れ

ま
し
た
。
決
算
は
皆
さ
ん
に
納
め
て
い
た
だ
い
た
貴

重
な
税
金
な
ど
が
、
ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
た
か
を
ま

と
め
た
も
の
で
す
。
今
回
は
皆
さ
ん
に
市
の
財
政
状

況
を
正
し
く
理
解
し
て
い
た
だ
く
た
め「
ま
ち
の
家

計
簿
」と
な
る
決
算
の
状
況
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

市
の
財
政
状
況
を
示
す
各
指
数
は
次
の
と
お
り
で
す
。

○
公
債
費
比
率
＝
５
・
３
％

○
財
政
力
指
数（
単
年
度
）＝
１
・
06

　

地
方
公
共
団
体
の
収
入
額
に
対
す
る
借
入
金
返
済

額
の
割
合
で
、
借
入
金
に
は
一
般
会
計
だ
け
で
な
く
特

別
会
計
や
企
業
会
計
の
借
入
金
も
含
め
ま
す
。
こ
の
比

率
が
18
％
以
上
に
な
る
と
、
地
方
債
を
発
行
し
て
借

入
す
る
際
に
県
の
許
可
が
必
要
な
団
体
と
な
り
ま
す
。

○
実
質
公
債
費
比
率

　
　
　
　
　
（
３
年
平
均
）＝
３
・
６
％

　

歳
出
の
う
ち
人
件
費（
給
与
や
報
酬
な
ど
）や
公
債

費
な
ど
経
常
的
な
支
出
の
、
市
税
や
地
方
譲
与
税
な

ど
の
経
常
的
な
収
入
に
占
め
る
割
合
で
す
。
財
政
の

弾
力
性
を
表
し
て
い
ま
す
。

○
経
常
収
支
比
率
＝
88
・
３
％

　

地
方
公
共
団
体
の
借
入
金（
地
方
債
）に
つ
い
て
、

毎
年
返
済
し
て
い
く
元
金
と
利
子
の
総
額（
公
債
費
）

の
一
般
財
源
に
占
め
る
割
合
で
す
。
財
政
の
健
全
性

を
保
つ
に
は
、
10
％
を
超
え
な
い
こ
と
が
望
ま
し
い

と
さ
れ
て
い
ま
す
。

【
市
の
財
政
状
況
は
】

【
決
算
の
概
要
】

　

基
準
財
政
収
入
額
を
基
準
財
政
需
要
額
で
割
っ
て

算
出
し
た
数
値
で
、
地
方
公
共
団
体
の
財
政
力
の
強

弱
を
示
す
指
数
で
す
。
１
・
０
よ
り
多
い
ほ
ど
財
源

に
ゆ
と
り
が
あ
る
と
い
え
ま
す
。
指
数
が
１
・
０
以

上
の
地
方
公
共
団
体
に
は
、
国
か
ら
普
通
交
付
税
が

交
付
さ
れ
ま
せ
ん
。

▼
問
い
合
わ
せ
＝
財
政
課　

   

☎（
32
）８
０
０
２ 
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76
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定
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皆
さ
ん
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た
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い
た
貴

ど
の
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使
わ
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た
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を
ま
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し
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ら
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平成24年度一般    会計  会計決算報告決算報告

歳
入

市税129億
  9066万9千円
　　  （55.2％）

83.9％83.9％

16.1％
依存財源

自自主主
財財源源

235億
3528万6千円

その他  1億7189万8千円（0.7％）

使用料および手数料  
　　　2億775万円（0.9％）

繰入金  34億8235万7千円（14.8％）

諸収入  6億8371万6千円（2.9％）

繰越金  19億5228万円（8.3％）

分担金および負担金  
       　2億5601万円（1.1％）

収入不足を補てんするため、目的基金から繰り入れ
るお金（家計での預・貯金の取り崩しに相当します）

預金利子やその他の収入

前年度から繰り越されたお金

市が行う事業の受益者からの応分の負担金

財産収入、寄附金

使用料および手数料

国庫支出金  16億5657万9千円（7.0％）
市が行う事業に対する国からの負担金や補助金など

県支出金  8億9198万円（3.8％）

地方消費税交付金
  　6億6400万2千円（2.8％）

市債  1億5390万円（0.7％） 事業を行うために借りるお金

その他  4億2414万5千円（1.8％）

種類 決算額 対前年度比
市民税 53億968万5千円 8.0％

固定資産税 64億1419万7千円 △4.5％
軽自動車税 7855万3千円 1.9％
市たばこ税 3億6301万4千円 △1.0％
都市計画税 8億2522万円 △2.5％
合計 129億9066万9千円 0.5％

◇市税の内訳

消費税率5%の内、地方分1％を都道府県2分の1、市町村2
分の1で分配し、 交付されるお金

地方譲与税、自動車取得税交付金、地方特例交付金、利子
割交付金、配当割交付金、ゴルフ場利用税交付金、交通安
全対策特別交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方交付税

市が行う事業に対する県からの負担金や補助金など
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平成24年度一般  決算報告

歳
出

民生費
55億7771万3千円

　　  （25.4％）

総務費
55億2600万7千円
　　         （25.2％）

教育費教育費
28億7496万2千円28億7496万2千円
 （13.1％） （13.1％）

土木費土木費
25億1101万2千円25億1101万2千円
 （11.5％） （11.5％）

衛生費  23億3424万2千円（10.6％）

公債費  14億4232万2千円（6.6％）

消防費  7億8140万1千円（3.6％）

農林水産業費  4億2165万6千円（1.9％）

商工費  2億2761万9千円（1.0％）

議会費  2億1174万2千円（1.0％）

労働費、災害復旧費  1669万2千円（0.1％）

219億
2536万8千円

■
主
な
歳
出
事
業

◆
総
務
費

・
庁
舎
新
築
事
業　
　

14
億
１
７
７
６
万
円

◆
消
防
費

・
尾
三
消
防
組
合
負
担
金　

 　

  ６
億
８
７
７
２
万
円

◆
商
工
費

・
み
よ
し
市
観
光
協
会
補
助
事
業　
　
３
８
９
３
万
円

◆
議
会
費

・
議
会
映
像
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
配
信
事
業

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
４
１
２
万
円

◆
労
働
費

・
勤
労
青
少
年
ホ
ー
ム
施
設
管
理
事
業　

４
９
５
万
円

◆
衛
生
費

・
家
庭
ご
み
計
画
収
集
事
業

・
み
よ
し
市
民
病
院
負
担
金

・
尾
三
衛
生
組
合
負
担
金

４
億
７
４
２
９
万
円

４
億
７
８
７
０
万
円

３
億
１
９
９
２
万
円

◆
土
木
費

・
下
水
道
事
業
特
別
会
計
繰
出
金

・
道
路
改
良
事
業 

５
億
７
４
０
８
万
円

３
億
６
８
６
３
万
円

◆
民
生
費

・
子
ど
も
手
当
支
給
事
務　
　
　

・
保
育
園
運
営
事
業

・
障
が
い
者
自
立
支
援
事
業

13
億
８
３
６
１
万
円

５
億
７
１
５
０
万
円

　

４
億
４
２
３
万
円

◆
教
育
費

・
給
食
賄
材
料
購
入
委
託
事
業

・
サ
ン
ア
ー
ト
維
持
管
理
事
業　

１
億
８
２
０
９
万
円

３
億
４
３
１
３
万
円

◆
農
林
水
産
業
費

・
地
場
産
業
振
興
事
業

・
緑
と
花
の
セ
ン
タ
ー
管
理
運
営
事
業３

５
５
２
万
円

６
３
１
１
万
円

【
歳
入
】

　

歳
入
の
決
算
額
は
、
２
３
５
億
３
５
２
８
万

６
千
円
で
し
た
。
前
年
度
と
比
較
す
る
と
12
億

９
７
５
万
３
千
円
の
減
額（
マ
イ
ナ
ス
４
・
９
％
）

と
な
り
ま
し
た
。
主
な
内
容
は
、
歳
入
の
中
心

と
な
る
市
税
は
０
・
５
％
増
で
ほ
ぼ
横
ば
い
と
な

り
ま
し
た
が
、
計
画
的
な
財
政
運
営
を
行
う
た

め
の
貯
金
で
あ
る
財
政
調
整
基
金
や
土
地
開
発

基
金
な
ど
の
繰
入
金
の
繰
り
入
れ
の
減
な
ど
に

よ
り
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

【
歳
出
】　

　

歳
出
の
決
算
額
は
、
２
１
９
億
２
５
３
６
万

８
千
円
で
し
た
。
前
年
度
と
比
較
す
る
と
８
億

６
７
２
１
万
１
千
円
の
減
額（
マ
イ
ナ
ス
３
・
８

％
）と
な
り
ま
し
た
。
財
政
調
整
基
金
積
立
金

な
ど
の
積
立
金
や
一
部
事
務
組
合
負
担
金
の
減

な
ど
が
、
主
な
減
額
要
因
で
す
。

■平成24年度一般会計決算の概要要
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企
業
会
計
と
は
、

独
立
採
算
制
を
原
則

と
し
て
企
業
的
色
合

い
の
強
い
事
業
を
行

う
会
計
で
す
。

　

病
院
事
業
会
計
の

決
算
額
は
、
事
業
収

益
お
よ
び
事
業
費
用

に
つ
い
て
は
事
業
収

益
26
億
３
２
６
９
万
円
、
事
業
費
用
27
億
８
１

１
７
万
円
で
し
た
。
前
年
度
と
比
較
す
る
と
収

入
で
４
５
６
４
万
円
、
支
出
で
１
８
６
７
万
円

の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

　

資
本
的
収
入
お
よ
び
資
本
的
支
出
に
つ
い
て

は
、
収
入
２
億
５
６
３
６
万
円
、
支
出
３
億
５

５
８
６
万
円
で
、
前
年
度
と
比
較
す
る
と
収
入

で
１
億
６
５
万
円
、
支
出
で
９
０
５
３
万
円
の

増
額
と
な
り
ま
し
た
。

■企業会計（病院事業）決算額
区　分 決算額

事業収益 26億3269万円

事業費用 27億8117万円

事業収支 △1億4848万円

資本的収入 2億5636万円

資本的支出 3億5586万円

資本的収支 △9950万円

※ 資本的収入の資本的支出に対する不足額
は、過年度分損益勘定留保資金などで補
てん。

企
業
会
計

企
業
会
計
（
病
院
事
業
）

　

特
別
会
計
と
は
、
あ
る
特
定
の
事
業
を
行
う

た
め
の
特
定
の
収
入
・
支
出
に
つ
い
て
、
一
般
会

計
と
区
別
し
て
経
理
が
行
わ
れ
る
会
計
で
す
。

　

市
の
特
別
会
計
は
、
国
民
健
康
保
険
特
別
会

計
、
下
水
道
事
業
特
別
会
計
、
農
業
集
落
排
水

事
業
特
別
会
計
、
介
護
保
険
特
別
会
計
、
や
す

ら
ぎ
霊
園
特
別
会
計
、
後
期
高
齢
者
医
療
特
別

会
計
の
６
会
計
で
す
。

　

６
つ
の
特
別
会
計
の
決
算
額
は
、
歳
入
80
億

１
９
２
３
万
円
、
歳
出
78
億
２
０
９
万
円
で
し

た
。
前
年
度
と
比
較
す
る
と
、
歳
入
で
５
５
６

万
円
の
減
額
、
歳
出
で
１
億
４
３
１
９
万
円
の

増
額
と
な
り
ま
し
た
。

■特別会計決算額
会　計 歳　入 歳　出

国民健康保険特別会計 43億8995万円 43億1927万円

下水道事業特別会計 12億7080万円 11億8056万円

農業集落排水事業特別会計 2億9767万円 2億6602万円

介護保険特別会計 16億4541万円 16億2950万円

保険事業勘定 16億999万円 16億153万円

介護サービス事業勘定 3542万円 2797万円

やすらぎ霊園特別会計 5595万円 4923万円

後期高齢者医療特別会計 3億5945万円 3億5751万円

合　計 80億1923万円 78億209万円

特
別
会
計

性質別に見た歳出決算額の内訳

物件費（20.2％） 44億3750万円
主に、委託料、役務費（郵送料、電
話料、手数料など）、備品購入費、
需用費（消耗品費、印刷製本費、光
熱水費など）

Ⓐ

人件費（15.2％） 33億2640万円
職員の給料や議員の報酬の費用

Ⓑ

Ⓕ

各種団体への補助金や交付金、謝礼
などの費用

補助費（14.0％） 30億7379万円Ⓒ一般会計と特別会計、または両
会計相互間において支出され
る費用

繰出金（5.5％） 12億1625万円Ⓗ

積立金（10.7％） 23億5461万円
基金に積み立てるための費用

投資的経費（13.5％） 29億5366万円
道路や建物などの建設事業や用地
の購入などに関する費用

Ⓓ 扶助費（13.8％） 30億1262万円
高齢者、障がい者、児童などへの給
付費用

Ⓔ

Ⓖ公債費（6.6％） 14億4232万円
借入金の返済費用

Ⓙ

投資および出資金、貸付金
（0.3％） 5800万円
債権や株式の取得に係る費用や、
市が貸し付けを行うための費用

維持補修費（0.2％） 5022万円
公共施設などの維持補修費用

Ⓘ

人
職

Ⓑ

各
な

補Ⓒは両
れ

5万円

投

Ⓓ 扶
高
付

Ⓔ

金

用や、
費用

Ⓐ

Ⓑ

ⒸⒹ

Ⓔ 歳出
性質別性質別

Ⓕ

Ⓖ
Ⓗ

Ⓘ Ⓙ

みよし市民病院

計計

事
業
）

事
業
）

歳出決算額歳出決算額
219億2537万円219億2537万円



7

まちの家計簿家計計簿家計計簿
～チェックしよう～

特集 まま
～

集

区分 比率(各比率は本市の比率を記載)

①実質赤字比率 実質赤字額なし（△13.03）

②連結実質赤字比率 連結実質赤字額なし（△28.38）

③実質公債費比率 3.6

④将来負担比率 （△97.9）

特
別
会
計
区
分

病院事業会計 資金不足額なし

下水道事業特別会計 資金不足額なし

農業集落排水事業
特別会計 資金不足額なし

（単位：％）■表1健全化判断比率■表2 資金不足比率

※ ①②④の比率の△（マイナス）は黒字であることを表
しています。

＜参考＞ 経営健全化基準は20％とされてい
ます。

平
成
24
年
度
決
算
に
基
づ
く
健
全
化
判
断
比
率
な
ど
の
公
表

用語解説

◆歳出決算額
　（一般会計）
37万730円
平成25年4月1日現在の
           人口5万9141人

内訳

◆歳出決算額

一一人当たりに
使った金額は…

人口5万9141人
訳

人
訳

         人口5万9141人
訳

市民の皆さん一人当たりに対し使った決算額の内訳

【衛生費】
保健事業や公害
対策、廃棄物処
理などに
3万9469円

【公債費】
市が国や金融機
関から借りたお
金の返済に
2万4388円

【商工費】
商工業の振興や
観光事業などに

3849円

9万3438円

【総務費】
戸籍や統計、選
挙、徴税、交通
安全などに

7130円

【農林水産業費】
農業振興や地籍
調査、緑化推進
などに

【教育費】
学校教育や生涯
学習、スポーツ
振興などに
4万8612円

1万3212円

【消防費】
消防や火災、水
害、地震などの
災害対策に

【議会費】
議会活動や議員
報酬などに

3580円

【民生費】
社会福祉や高齢
者、障がい者、
児童福祉などに
9万4312円

【土木費】
道路や河川、公
園の整備や都市
計画などに

4万2458円

116円

【労働費】
勤労者の支援や
勤労者施設の管
理運営などに

166円

【災害復旧費】
公共施設の自然
災害被害の復旧
に

　
「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律

（
財
政
健
全
化
法
）」に
よ
り
、
地
方
公
共
団
体
は
４
つ

の
健
全
化
判
断
比
率
で
あ
る「
①
実
質
赤
字
比
率
」「
②

連
結
実
質
赤
字
比
率
」「
③
実
質
公
債
費
比
率
」「
④
将
来

負
担
比
率
」、
そ
し
て
公
営
企
業
に
つ
い
て
は「
資
金
不

足
比
率
」を
算
定
し
て
毎
年
度
公
表
し
、
い
ず
れ
か
の

比
率
が
基
準
値
以
上
と
な
っ
た
場
合
に
は
、
財
政
健
全

化
計
画
ま
た
は
経
営
健
全
化
計
画
の
策
定
が
義
務
付
け

ら
れ
ま
し
た
。
そ
こ
で
、
平
成
24
年
度
の
決
算
に
基
づ

く
本
市
の
健
全
化
判
断
比
率
な
ど
を
公
表
し
ま
す
。

　

本
市
で
は
、
全
て
の
比
率
で
基
準
を
大
き
く
下
回

っ
て
い
る
た
め
財
政
構
造
の
健
全
性
が
保
た
れ
て
い

る
と
い
え
ま
す
。

① 実質赤字比率…財政規模に対する一
般会計などの実質赤字の比率

② 連結実質赤字比率…財政規模に対す
る全会計に係る実質赤字の比率

③ 実質公債費比率…財政規模に対する
一般会計などが負担する元利償還金
などの比率

④ 将来負担比率…財政規模に対する公
営企業・出資法人などを含めた、一
般会計などが将来負担すべき実質的
負債の比率

⑤ 資金不足比率…公営企業会計ごとの事
業の規模に対する資金不足額の比率
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